
構造改革特別区域計画  

 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

 

  釧路市及び北海道白糠郡白糠町  

 

２ 構造改革特別区域の名称  

 

  釧路・白糠次世代エネルギー特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲  

 

  釧路市及び北海道白糠郡白糠町の全域  

 

４ 構造改革特別区域の特性  

  

 釧路市及び白糠町（以下「本地域」という。）は農林水産業、石炭産業、紙パルプ産

業の基幹産業を中心に発展してきたが、近年の国際経済情勢の変化等に伴い、これらの

基幹産業は厳しい状況にある。とりわけ、長年にわたり国内のエネルギー供給に大きな

役割を果たしてきた太平洋炭鉱が閉山し、地域経済は大きな打撃を受けている。このよ

うな状況の下、産業構造の転換を図るため、新産業の創造、地場工業技術の振興、支援

体制の充実などの取り組みを重点的に推進しているところである。  

こうした中、平成１１年度から平成１３年度まで釧路市において、日本鋼管㈱（現Ｊ

ＦＥホールディングス㈱）、住友金属工業㈱、太平洋炭礦㈱が共同で次世代エネルギー

の一つとして期待されているジメチルエーテル（ＤＭＥ）日産５ｔベンチプラントによ

る直接合成法の生産実験を行い、これに成功した。さらに、商用化に向けて釧路・白糠

工業団地の白糠町域で㈲ディーエムイー開発がＤＭＥ日産 100ｔ実証プラント（以下「Ｄ

ＭＥ100ｔプラント」という。）を建設し、平成１５年１２月から直接合成法によるＤＭ

Ｅの量産技術の実証実験を進めることとしており、本地域は国内におけるＤＭＥの研究

拠点となりつつある。  

また、釧路市に位置する釧路港は、東北海道の物流拠点として、その貨物取扱量の約

９割を占め、特に石油製品やＬＰＧなどのエネルギーについては、東北海道全域に供給

するエネルギー供給基地としての役割を担っており、ＤＭＥが次世代のエネルギーとし

て普及する際も供給拠点となる高い可能性を有している。 

環境の面では、本地域の北部には、釧路湿原国立公園、阿寒国立公園があり、これら

の貴重な自然環境を将来にわたって保全していくためにも、この地域において環境負荷



の少ないクリーンエネルギーを普及させることは重要な課題となっている。  

そこで、本地域では産学官による『ＤＭＥ利用計画検討会議』を設置し、ＤＭＥの研

究拠点、供給拠点を目指し、関係機関との連携の下、地域を上げて利用実験など様々な

ＤＭＥ普及の取り組みや企業誘致活動などを進めることとしている。  

このように、ＤＭＥ100ｔプラントによる実証実験が行われること、ＤＭＥの供給拠

点となるべき港湾を有していること、さらに、環境負荷が少ないＤＭＥの普及がこの地

域の貴重な自然環境保全につながることから、本地域はＤＭＥ普及のための試験研究や

利用実験等を展開するのにふさわしい地域である。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義  

 

 世界的規模の人口増加と経済活動の拡大に伴い、エネルギーが大量消費されるように

なり、エネルギー安定供給源の確保、地球環境負荷の低減が大きな課題となっているが、

これを解決するため、次世代のクリーンな新エネルギーを普及させることが社会的な要

請となっている。ＤＭＥは燃焼しても硫黄酸化物、煤塵が全く発生せず、窒素酸化物の

発生も少ないという特徴を持っており、この課題解決に大きく寄与するものである。 

 本地域ではＤＭＥ100ｔプラントの実証実験が行われることとなっているが、この実

験が成功し新たなクリーンエネルギーの商用化につながることは、我が国のエネルギー

政策に大きく貢献するものである。  

 また、ＤＭＥ利用実験モデル事業として「車両走行実験」、「ボイラーの燃焼実験」、

「マイクロガスタービンの燃焼実験」、「冷凍機ディーゼルエンジンの運転実験」などを

行うとともに、地域の特性を活かした利用分野として船舶、農業機械での利用の可能性

についても検討を進めることとしており、他に先がけたこれらの取り組みが、ＤＭＥの

普及につながることは社会的に意義のあることである。 

 さらに、このような普及の取り組みやＤＭＥに関する試験研究施設の立地の促進は、

本地域におけるＤＭＥの供給拠点、研究拠点の形成につながるものである。  

 

６ 構造改革特別区域計画の目標  

 

本地域はＤＭＥ100ｔプラントの実証実験、関連する試験研究施設の誘致、地場産業

によるＤＭＥの新たな活用、利用実験等によるＤＭＥ普及の取り組みを行い、本地域に

ＤＭＥの研究拠点、供給拠点を形成し、雇用の拡大など地域経済の活性化を図ることと

している。 

また、環境負荷の少ないＤＭＥの普及により、本地域の自然環境の保全にもつながっ

ていくことを期待している。  

このような取り組みを進めていく上で、ＤＭＥは一般高圧ガスの扱いであることから、

製造施設の保安距離や自動車の燃料容器検査などに厳しい規制があり、ＤＭＥの試験研



究や施設整備の促進を阻害している面がある。このため、ＤＭＥ100ｔプラントの運転

研究や各種利用実験等を通して、構造改革特別区域計画に基づき規制緩和を求めていく

ものである。 

 当面は、ＤＭＥ100ｔプラントの運転研究が平成１５年１２月から始まるので、まず

ＤＭＥの試験研究施設の設備変更手続きに係る規制緩和を求め、ＤＭＥ100ｔプラント

の運転研究が円滑に進められる環境を整備する。  

 その後、次の段階ではＤＭＥスタンドにおける保安統括者、保安距離やＤＭＥ自動車

容器再検査に係る規制緩和等を求め、これらの規制緩和を活かしＤＭＥの供給インフラ

の整備やＤＭＥ利用実験モデル事業を行い、ＤＭＥの普及を促進することにより、地域

経済の活性化につなげていきたい。  

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果  

 

 本地域においては、ＤＭＥ100ｔプラントの実証実験が行われるが、この事業の実施

によりＤＭＥの商用化に向けた量産技術が確立され、我が国のエネルギー供給に大きく

貢献することが期待される。  

 また、この事業が本地域で実施されることにより直接雇用が生まれる（地元雇用人数

２６名程度）とともに、プラントの建設、運転に伴い資材調達等で地域経済への波及効

果が期待される。 

 ＤＭＥの試験研究施設の設備変更の手続簡素化事業の特例適用を受けられることに

なれば、通常の変更手続きをする場合の、事前説明、申請、受理等に要する１回あたり

１ヶ月程度の期間が不要となり、試験研究の迅速化及び円滑化が図られる。  

 ＤＭＥに関連する企業誘致活動により、本地域への関連企業の立地が期待され、さら

に、地元企業によるＤＭＥの新たな活用が進めば、雇用の拡大も考えられる。 

 普及の初期段階でＤＭＥ自動車に転換可能な車としては、バス、タクシー、塵芥車な

ど（東北海道で約 3,600 台、北海道全体では約 22,000 台）が対象になると考えられ、

ＤＭＥの大量供給開始が想定されている平成１８年以降順次導入されていく可能性が

ある。また、民生用など他用途の利用が進めば、さらに需要が拡大することとなる。 

 構造改革特別区域計画による規制緩和を最大限活用し、各種利用実験による普及の促

進、釧路港のインフラを活用した供給施設整備促進を図ることにより、本地域がＤＭＥ

の供給拠点となり、地域経済の活性化に貢献することが期待される。  

 

８ 特定事業の名称  

  ジメチルエーテル試験研究施設の変更工事手続簡素化事業（1107） 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す

る事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 



 

○関連する事業  

 

（１）『ＤＭＥ利用計画検討会議』の設置 

釧路市と白糠町は共同で、ＤＭＥの有効利用と普及への取り組み及びＤＭＥ関連の

企業や試験研究施設の誘致などによって、地域経済の振興、雇用の創出を図ることを

目的とする『ＤＭＥ利用計画検討会議』を平成１４年１１月２１日に設置した。  

『ＤＭＥ利用計画検討会議』では、次のような取り組みを行う。 

 

   ①利用実験等の計画策定 

②利用実験のためのＤＭＥ供給体制等のインフラ整備の検討、調整  

③関係官公庁、企業、その他関係機関との連絡調整 

   ④利用計画推進のための資料、情報等の収集、整備 

   ⑤利用実験に関する調査研究及び勉強会の開催  

   ⑥ＤＭＥ関連企業、試験研究施設等の企業誘致方策の検討 

   ⑦その他利用計画推進に必要な事項  

 

（２）「ＤＭＥ利用実験モデル事業」  

 ＤＭＥ普及のためのモデル事業として下記の利用実験を平成１６年度から実施す

る。平成１５年度はこれらの実験を行うための検討、準備作業を行う。さらに、船舶、

農業機械など地域特性を活かした分野における利用実験の可能性も検討する。 

 

①車両走行実験（塵芥車）  

②ボイラーの燃焼実験  

③マイクロガスタービンの燃焼実験  

④定置型ディーゼルエンジンの運転実験（冷凍機、実験用エンジン）  

 

（３）ＤＭＥ関連の企業誘致活動  

釧路市、白糠町、ＤＭＥ利用計画検討会議、釧路・白糠団地企業誘致推進委員会、

釧路市企業立地問題協議会が連携して、企業誘致活動を行う。（本地域のＤＭＥに関

する取り組みのＰＲと企業立地アンケート調査、関連企業の訪問）  

 

○関連する規制緩和  

 今後、段階的に取り入れる特定事業として次のものを考えている。  

（１）ＤＭＥ試験研究施設における防爆構造を要しない計測機器設置  

 ジメチルエーテル試験研究施設における防爆構造を要しない計測機器設置事業（１

１１１）により、防爆性能を有する構造でない計測機器を設置することができれば、



コスト削減と研究開発の加速につながる。  

（２）自動車の普及  

 燃料電池自動車等に搭載された状態での燃料装置用容器の再検査事業（１１０９）

により、ＤＭＥ自動車の燃料タンクを車載状態のままで容器再検査を受けることがで

きれば、ＤＭＥ自動車の普及につながる。  

（３）スタンド等供給施設の普及  

・保安統括者等の選任を要しない水素ガススタンド等設置事業（１１０８）  

・水素ガススタンド等における保安距離変更事業（１１１０）  

・埋設されたジメチルエーテル貯蔵設備の保安距離変更事業（１１１３）  

・水素ガススタンド等における保安検査期間変更事業（１１１４）  

・可燃性ガス製造施設の保安距離変更事業（１１１６）  

ＤＭＥ自動車等利用機器の普及には供給施設が必要不可欠であり、これらの事業の

特例適用を受けることができれば、供給インフラの整備が促進される。 

 



別紙 

 

１ 特定事業の名称  

  １１０７ ジメチルエーテル試験研究施設の変更工事手続簡素化事業  

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

 特別区域内の釧路市又は白糠町が指定するＤＭＥ試験研究施設 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日  

 認定の日 

 

４ 特定事業の内容  

 

(1)事業に関与する主体  

 当初から事業の実施を予定している事業者は次のとおりである。  

 ㈲ディーエムイー開発 

(2)事業が行われる区域  

釧路市及び白糠町の全域 

(3)事業の実施期間 

当初から事業の実施を予定している事業者の実施期間は次のとおりである。  

平成１５年１２月開始予定  

(4)事業により実現される行為  

 ジメチルエーテル日産 100ｔ実証プラントによる直接合成技術の開発研究 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

 試験研究の過程においては、装置の改良・改造の必要が頻繁に生じるため、一定の条

件下では申請手続きを簡素化することが望ましいと考えられるが、この特例措置によっ

て申請手続きが簡素化される。試験研究の過程においては、研究が円滑かつ迅速に行わ

れることが重要であり、装置の改良・改造に伴う許可手続きによって研究開発が停滞す

る事態は必要最低限にすることが求められる。特に、ＤＭＥ日産 100ｔ実証プラントに

よる実証実験はＤＭＥの商用化に向けた量産技術（直接合成法）の確立という新エネル

ギー普及に向けた重要な研究であり、迅速かつ円滑に行われる必要がある。  

 また、ＤＭＥ関連の試験研究施設誘致によって、ＤＭＥの研究拠点形成を目指してい

る釧路市及び白糠町にとって、迅速かつ円滑な研究が行える環境を整えることは極めて

重要である。 

 

 




